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A. 研究目的 

平成 23 年の東日本大震災において，在宅酸素

療法患者が酸素供給のためだけに医療機関に集ま

る，あるいは自宅・避難所に酸素供給なしのまま

過ごすことを余儀なくされ入院が増えるといった

事態となった．当研究班のこれまでの調査で自治

体や医師会における支援体制がまだ不十分である

こと，また HOT 患者のアンケート調査では発災

時の対応の多くを酸素事業者へ依存する可能性が

高いことが判明してきた． 

そこで本調査では実際に在宅酸素の保守管理に

携わる事業者を対象として，将来の震災に備えた

保守管理体制に関する実態調査および，事業者側

からの意見を集約し現状を把握し今後の対策を提

言することを目的とした． 

 

 

B. 調査方法 

対象となる事業者を選択するにあたり，事業者

団体である日本産業・医療ガス協会 医療ガス部

門に参加している事業者に対して同会を通じて文

書にて調査を依頼した．各回答は無記名とした．

アンケート作成にあたり，過去に日本呼吸器疾患

患者団体連合会が提言してきた HOT 事業者像に

関する要望書を参考に作成した．すなわち，①機

器所在・履歴のコンピュータ管理の有無，②24時

間対応，③緊急対応，④災害対応，⑤スタッフ教

育，⑥機器の品質管理，⑦衛生管理，⑧個人情報

保護，の 8つの観点で構成している．具体的アン

ケート内容は別紙参照． 

 さらに日本産業・医療ガス協会に依頼し在宅酸

素部会に属する事業者内での震災対策についての

意見交換を基に，「災害時における HOT 患者への対

応ついて事業者からの提言」として集約化した． 

 

 

（倫理面への配慮） 

本調査では患者に関する情報は一切使用してい

ない．事業者についても無記名のため会社名およ

び個人情報は使用していない． 

研究要旨：在宅酸素の事業者に対して保守管理体制に関する実態調査を実施した．一部の事業者は

緊急時の患者情報の把握が行えず，患者向けの窓口も業者として統一していない場合があり，緊急

時対応に不安が残る体制であった．患者団体が希望する外出・外泊時のサービス提供についても十

分に対応できる事業者は限られていた．災害時対策として社内マニュアルは整備していても，他の

組織との連携にまで踏み込んだ体制造りは 4 割ほどの業者しか実施していなかった．業者側からは

災害時のHOTセンターの設置案と供に，自治体との連携，費用面での条件交渉など具体的な提案が

なされた． 
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C. 調査結果 

2014 年 9-10

トを依頼し 42

 

-1 HOT使用中の患者の機器所在の履歴をコン

ピュータ一元管理し，情報をリアルタイムで把握

できるか？ 

機器を一元管理してすぐに状況を把握できる

回答した業者

の情報管理が実施されておらず問題があると考え

られた． 

 

-2 災害・停電時に対象患者を割り出せる体制が

できているか

濃縮器，ボンベとも一元管理し，リアルタイム把
握可能
濃縮器のみ，リアルタイム把握可能

ボンベのみ，リアルタイム把握可能

実施していない

できていない

 

10 月に協会を通じ

42社から回答を得た

使用中の患者の機器所在の履歴をコン

ピュータ一元管理し，情報をリアルタイムで把握

機器を一元管理してすぐに状況を把握できる

回答した業者は全体の 62%

の情報管理が実施されておらず問題があると考え

・停電時に対象患者を割り出せる体制が

できているか？ 

14%

5%

19%

濃縮器，ボンベとも一元管理し，リアルタイム把
握可能
濃縮器のみ，リアルタイム把握可能

ボンベのみ，リアルタイム把握可能

実施していない

88%

できていない

月に協会を通じ 70 社に

社から回答を得た．（回収率

使用中の患者の機器所在の履歴をコン

ピュータ一元管理し，情報をリアルタイムで把握

機器を一元管理してすぐに状況を把握できる

62%であった．

の情報管理が実施されておらず問題があると考え

・停電時に対象患者を割り出せる体制が

濃縮器，ボンベとも一元管理し，リアルタイム把

濃縮器のみ，リアルタイム把握可能

ボンベのみ，リアルタイム把握可能

12%

できていない できている

社にアンケー

．（回収率 60%

使用中の患者の機器所在の履歴をコン

ピュータ一元管理し，情報をリアルタイムで把握

機器を一元管理してすぐに状況を把握できると

であった．19%は機器

の情報管理が実施されておらず問題があると考え

・停電時に対象患者を割り出せる体制が

62%

濃縮器，ボンベとも一元管理し，リアルタイム把

濃縮器のみ，リアルタイム把握可能

ボンベのみ，リアルタイム把握可能

できている
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アンケー

60%） 

使用中の患者の機器所在の履歴をコン

ピュータ一元管理し，情報をリアルタイムで把握

 

と

は機器

の情報管理が実施されておらず問題があると考え

・停電時に対象患者を割り出せる体制が

 

使用機器，処方流量，ボンベ保有数

可能

分以内

た

ができない状態であることが判明した．

 

2

窓口の設置状況について

 

いたが，

て任されている状態であり，事業者としての管理

体制に不安が残る結果であった．

 

3.

可能か

 

濃縮器，ボンベとも一元管理し，リアルタイム把

体制のできていた

使用機器，処方流量，ボンベ保有数

可能であった

分以内で把握

た．一方 12%

ができない状態であることが判明した．

 

2-1．24 時間連絡・対応できるコールセンターや

窓口の設置状況について

 76%は一定の窓口を設け一括対応を可能として

いたが，19%

て任されている状態であり，事業者としての管理

体制に不安が残る結果であった．

 

3. 外出，外泊時も同様の

可能か？ 

 

0%

19%

コールセンターや一定の窓口があり，
毎日，営業所と同質の対応ができる

コールセンターや一定の窓口があり，
はなく，毎日特定の時間に限り対応できる

コールセンターや一定の窓口はなく，対応は患
者の担当者に一任している

その他

体制のできていた事業者

使用機器，処方流量，ボンベ保有数

であった．把握までの

で把握が 12社，

12%の事業者は災

ができない状態であることが判明した．

時間連絡・対応できるコールセンターや

窓口の設置状況について

は一定の窓口を設け一括対応を可能として

19%の事業者は患者の担当者

て任されている状態であり，事業者としての管理

体制に不安が残る結果であった．

外出，外泊時も同様の

0%

19%

5%

コールセンターや一定の窓口があり，
毎日，営業所と同質の対応ができる

コールセンターや一定の窓口があり，
はなく，毎日特定の時間に限り対応できる

コールセンターや一定の窓口はなく，対応は患
者の担当者に一任している

事業者 36社中

使用機器，処方流量，ボンベ保有数

把握までの所要時間については

社，1時間以内が

の事業者は災害時に担当

ができない状態であることが判明した．

時間連絡・対応できるコールセンターや

窓口の設置状況について 

は一定の窓口を設け一括対応を可能として

の事業者は患者の担当者

て任されている状態であり，事業者としての管理

体制に不安が残る結果であった． 

外出，外泊時も同様の酸素使用の

76%

5%

コールセンターや一定の窓口があり，
毎日，営業所と同質の対応ができる

コールセンターや一定の窓口があり，
はなく，毎日特定の時間に限り対応できる

コールセンターや一定の窓口はなく，対応は患
者の担当者に一任している

社中 20社は患者の

使用機器，処方流量，ボンベ保有数の全てを把握

所要時間については

時間以内が 21社であっ

担当患者の把握

ができない状態であることが判明した． 

時間連絡・対応できるコールセンターや

は一定の窓口を設け一括対応を可能として

の事業者は患者の担当者個人にすべ

て任されている状態であり，事業者としての管理

 

酸素使用のサポートが

76%

コールセンターや一定の窓口があり，24時間，
毎日，営業所と同質の対応ができる

コールセンターや一定の窓口があり，24時間で
はなく，毎日特定の時間に限り対応できる

コールセンターや一定の窓口はなく，対応は患

患者の

把握

所要時間については 30

であっ

患者の把握

時間連絡・対応できるコールセンターや

は一定の窓口を設け一括対応を可能として

にすべ

て任されている状態であり，事業者としての管理

 

サポートが
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 ９％は在宅生活範囲のみの対応であり，事業者

によるサービス体制に違いが認められた． 

 

 

4-1. 被災時に対応可能な社内のネットワーク体

制ができているか？ 

 

 
 

4-2. 災害時の対応マニュアルが社内で整備され

ているか？ 

 

 
現在整備していない企業 7社も検討中ないし検討

予定ありと回答した． 

 

4-3. 災害時に備えた酸素ボンベ，機器の備蓄・

供給システムについて 

 

 

 多くは携帯ボンベの備蓄体制を取っていたが，

実際の物流体制になると半数に減っており，物品

は確保できても，配送不能という事態に陥る可能

性が示唆された． 

 

 

4-4. 次に大震災が起きた場合を想定した時に，

会社の対応はどのようになると推測されるか． 

67%

9%

24%

はい いいえ 条件による

88%

12%

できている できていない

83%

17%

整備している 整備していない
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 自社のみの対応と回答した事業者より他社との

連携と回答した事業者が多かった． 

 

5. 緊急時に患者の個人情報開示に関する規約を

持っているか． 

 

 

 個人情報関連については多くの事業者が規約を

持たない状態であった． 

 

6-1. 地域自治体と緊急時の酸素供給や備蓄など

についての取り決めがありますか 

 

 

 事業者との連携は乏しい状態であった． 

 

 

6-2. 地域で連携している組織はありますか 

 

 

 自治体との連携を構築している事業者は 22%

だけで，事業者の 63%は地域で特別な連携を構築

していなかった． 

 

 

７．患者会と普段から交流がありますか 

 

31%

57%

10% 2%

自社対応できる

他社との連携で対応

自社と他社連携で対応

その他

31%

64%

5%

はい いいえ 未記入

29%

71%

ある ない

22%

5%
2%

2%

3%
3%

63%

自治体 DMAT

保健所 電力会社

災害ボランティア 他社

いいえ
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８．契約医療機関との間で緊急時や災害時に関し

ての事前協議をしたことがありますか 

 

 

 

９．業者からの個別意見 

以下，アンケートに寄せられた個別の意見を原

文のまま掲示する． 

・患者本人が災害用で容器を備蓄する。計画停電

時電力について、非常発電の要求、エレベーター

の停止。配送車について、燃料補給、緊急地域の

進入等。酸素容器、濃縮器等の備蓄量 どこまで。

（3.11の反省含む） 

・患者と連絡がつかない事が一番問題。避難先が

わからず何も出来ないと聞いた。当社では一次連

絡先に加え、二次、三次の連絡先を伺っている。

差し支えのない範囲で、親戚（可能であれば違う

地域居住）の連絡先を聞いている。 

・交通渋滞 

・備えをどの程度しなければならないのか？個別

の企業で想定し判断する事は難しい。公的なマニ

ュアルや基準書がない 

・患者の行先不明。患者、家族が直接事業者にボ

ンベを求めて殺到し、対応に追われ、他のことが

出来なかった（配達に行けない）。ボンベの充填所

がいつもと違う場合、薬事法対応でラベル等を全

部新しく登録し貼り直す必要があり時間がかかる。

ボンベを充填しなければ使えないので、緊急時配

送だけを考えても無意味。他の事業所の患者さん

もボンベを求めて来たため、患者さんの情報を登

録する必要があり長い列が毎日できた。コンピュ

ータは回線がつながらず全く役に立たなかった。

通信が使えず人が直接行き来して情報交換するた

め、病院には事業所の正確な場所を知らせておく

必要がある（限られた人数では全てを回る事はで

きない）。 

・全国的な災害時に業者間のつながりが具体的に

密でない事 

・緊急時対応について考えられていないので、協

議し管理体制を整える必要が有るかと思う 

・自治体との連携（緊急用車両の登録等） 

・地域、病院との連携。今は業者任せ。きちんと

体制を整えているが契約において値下げされる事

もあり、災害対応についての病院の意識が低い 

・災害発生時は自治体からの調査や要請があるも

のの、普段は全くないため、医療機関を含め打ち

合わせが必要。 

・患者が自宅や医療機関以外にいる場合（避難所、

親戚宅等）、自社が連携している企業のみならず酸

素業者全体での取り決めや連携があるとベストで

はなくてもベターな対応ができると思う 

・書面上は災害対応マニュアルがあるが、実際に

動く訓練が不足していると感じている 

・患者との連絡体制（メール、携帯電話の確認） 

41%

59%

あり なし

57%

43%

あり なし
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・想定外の災害やマニュアルや指揮命令系統が機

能しない時どうするかの準備。緊急時の流量のセ

ーブや連続からデマンドへの使用条件変更に対す

る患者の心構えの無さ（その時助かってもストレ

ス→災害関連死に至るまでの認知）。避難所等で機

材資材等を十分利用するだけの電気設備等。 

・自治体〜病院〜業者での連携・協議が不十分 

・平時に患者宅までの配送時間シミュレーション

を実施したが，災害時に道路状況によりどのくら

いになるかが判らない 

・緊急時：患者から電話を受けた際、口頭説明で

足りるのか、実際に患者宅に走るのか。当直担当

者によって判断がマチマチ。会社としての基準が

できていない。 

・災害時：都道府県の許可をいただいた緊急車両

の数が足りない。ガソリンの給油にも大変苦労し

た。 

・人員不足 

・契約医療機関との緊急時の事前協議が行われて

いないので今後の課題と思う 

・特に伝達手段(停電などに伴う通報不可も含む），

利用者が郊外の場合もあり輸送手段も困難な場合

が想定される 

・対象となる地域（水害や停電）の情報をつかむ

のに時間がかかるので、インターネット等で調べ

られるようになるとよい。 

・衛星電話は市役所で対策本部用のものを借用で

きた。各自治体で公共の仕事のための共同使用の

衛星電話を設けてくれるとありがたい。 

患者が行先不明となることが多いので、患者カー

ドのようなもので居場所を登録でき、事業所や病

院がインターネット等で問い合わせ居場所を調べ

られるシステムがほしい。 

・ 備蓄については容器テスト切れや保管場所が問

題になると思う 

・ 実際に役に立たない建前の仕組みを作るよりも、

最後はマンパワー。人の確保と車の通行許可証の

スピーディな発行システム。ビジネスとして成り

立つような価格にしてほしい。マンパワーも設備、

システムも充実させるような資本がなく、ビジネ

スとして成り立たない。 

 

10．「災害時におけるHOT患者への対応ついて事

業者からの提言」 

 

１）HOTセンターの設置 

大災害発生時に HOT 患者を支援・収容する

HOT センターを一定の行政単位ごとに設置する

検討会を設置していただきたい。また設置の際に

は災害拠点病院やSCUとの連携が必要と考える。 

 

２）車両運行の確保 

災害時には日本産業・医療ガス協会が全都道府

県と締結している「災害時協定」に基づいて医療

用酸素等を供給することになっているが、その際

車両の運行が確保されることが必須である。事前

に在宅酸素事業者の車両にも「災害時緊急通行車

両」としての登録証（届出済証）を発行していた

だくか、もしくは、災害発生時には被災地外から

の応援が必要になるので、被災地以外の都道府県

でも速やかに登録証を発行していただきたい。 

また登録証を提示することで非常時でも燃料の

優先提供を受けることができるようお願いする。 

 

３）コストの負担 

前項目の「災害時協定」では、都道府県の指示

により供給した資材については事後、災害発生前

の適正価格で費用精算するよう規定しているが、

この規程に従って在宅酸素においても事業者が要

したコストを事後精算するようにお願いする。 

 

 

D. 考察 

本アンケート結果より，事業者の保守管理体制

について以下のことが判明した． 

１）会社レベルで自分たちの患者の情報管理が一

元化できていない状態の事業者が 2割ほど存

在した． 

２）災害・緊急時に患者の把握ができない事業者

が少なからず存在した 
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３）約 1/3 の事業者が患者の望む日常生活のサー

ビス提供がなされていない状況であった 

４）6割ほどの事業者は他の医療機関，同業他社，

患者団体，自治体などの組織との連携が不足

していた 

 さらに事業者からの提言では運行，費用などよ

り実際的な問題に踏み込んだ意見が集約された．

特に災害時に HOT センターを設置する案は最重

要課題と考える． 

 

今回の調査の特徴は事業者側の HOT の保守管

理の実態が明らかになるとともに，事業者間，自

治体，医療機関との連携が進まない現状には事業

者の置かれている立場の問題，ボランティアでは

なく事業として成立するための条件整備の不足，

緊急を想定した事前協議を誰がリーダシップを取

るべきかなど様々な問題が山積していることが見

いだされたことである． 

 

これまでの調査結果から事業者のアンケート意

見，提言を基に今後必要な内容を整理すると，以

下のようになる． 

１） 災害時に拠点となる HOT センターを設立，

そのための協議と訓練を自治体・拠点病院と

整備すること 

２） 運用，費用などを事前の災害時協定に盛り込

み事業者のボランティアとしないこと 

３） 関係機関による災害対策の事前協議の開催

義務化，および要援護者支援制度との連結 

  

 

E. 結論 

HOT 事業者の保守管理体制については業者間

の格差がある．全事業者でサービスの均一化を図

ると供に，他の組織との連携についても具体化し

ていく必要がある． 

 

 

F．研究発表 

 なし  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（資料）酸素事業者アンケート調査票

 

 

（資料）酸素事業者アンケート調査票

 

（資料）酸素事業者アンケート調査票（資料）酸素事業者アンケート調査票（資料）酸素事業者アンケート調査票 
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（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F.

G.

（倫理面への配慮）

  

 

H.

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

報があったかを調査したところ、対象

で、連絡あり

 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

 
 

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

 

研究分担者

研究協力者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F. 研究目的 

在宅酸素療法（

給が途絶えることは生命にかかわる重要な問

題である。大規模災害では停電や機器の破損

などで酸素が吸入できなくなることが起こる。

酸素供給についての情報を患者・家族に迅速

に伝えられるかについて、大震災時にいかな

る有用な手段があるか検討する。

G. 研究方法 

東日本大震災を経験した

家族、医療スタッフに当時の在宅酸素につい

ての情報供給の有無、内容などについてアン

ケート調査を行い、結果をもとに今後大規模

災害時の情報伝達手段として何が有用である

かを検討した。

（倫理面への配慮）

  本研究は岩手医科大学倫理審査委員会の承認

を受けている。アンケートは同意を得られた

対象者のみに行い、匿名化されている。

 

H. 研究結果 

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

報があったかを調査したところ、対象

で、連絡あり

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

が使用不能となり多くの

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

して、電話が使えない状況下では、医療

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

研究分担者 山内広平

研究協力者 長島広相

 

在宅酸素療法（HOT）患者にとって酸素の供

給が途絶えることは生命にかかわる重要な問

題である。大規模災害では停電や機器の破損

などで酸素が吸入できなくなることが起こる。

酸素供給についての情報を患者・家族に迅速

に伝えられるかについて、大震災時にいかな

る有用な手段があるか検討する。

 

東日本大震災を経験した

家族、医療スタッフに当時の在宅酸素につい

ての情報供給の有無、内容などについてアン

ケート調査を行い、結果をもとに今後大規模

災害時の情報伝達手段として何が有用である

かを検討した。 

（倫理面への配慮）  

本研究は岩手医科大学倫理審査委員会の承認

を受けている。アンケートは同意を得られた

対象者のみに行い、匿名化されている。

 

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

報があったかを調査したところ、対象

で、連絡あり 65人、連絡なし

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

が使用不能となり多くの

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

して、電話が使えない状況下では、医療

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

山内広平 岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

長島広相 岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

）患者にとって酸素の供

給が途絶えることは生命にかかわる重要な問

題である。大規模災害では停電や機器の破損

などで酸素が吸入できなくなることが起こる。

酸素供給についての情報を患者・家族に迅速

に伝えられるかについて、大震災時にいかな

る有用な手段があるか検討する。

東日本大震災を経験した HOT患者及び、その

家族、医療スタッフに当時の在宅酸素につい

ての情報供給の有無、内容などについてアン

ケート調査を行い、結果をもとに今後大規模

災害時の情報伝達手段として何が有用である

本研究は岩手医科大学倫理審査委員会の承認

を受けている。アンケートは同意を得られた

対象者のみに行い、匿名化されている。

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

報があったかを調査したところ、対象

人、連絡なし 23人、未回答は

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

が使用不能となり多くの HOT患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

して、電話が使えない状況下では、医療

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

厚生労働科学研究費補助金
（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

 分担研究報告書

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

）患者にとって酸素の供

給が途絶えることは生命にかかわる重要な問

題である。大規模災害では停電や機器の破損

などで酸素が吸入できなくなることが起こる。

酸素供給についての情報を患者・家族に迅速

に伝えられるかについて、大震災時にいかな

る有用な手段があるか検討する。 

患者及び、その

家族、医療スタッフに当時の在宅酸素につい

ての情報供給の有無、内容などについてアン

ケート調査を行い、結果をもとに今後大規模

災害時の情報伝達手段として何が有用である

本研究は岩手医科大学倫理審査委員会の承認

を受けている。アンケートは同意を得られた

対象者のみに行い、匿名化されている。 

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

報があったかを調査したところ、対象 91 人の中

人、未回答は

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

して、電話が使えない状況下では、医療スタッフ側は情報伝達手段として

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。
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厚生労働科学研究費補助金
（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

分担研究報告書

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

）患者にとって酸素の供

給が途絶えることは生命にかかわる重要な問

題である。大規模災害では停電や機器の破損

などで酸素が吸入できなくなることが起こる。

酸素供給についての情報を患者・家族に迅速

に伝えられるかについて、大震災時にいかな

患者及び、その

家族、医療スタッフに当時の在宅酸素につい

ての情報供給の有無、内容などについてアン

ケート調査を行い、結果をもとに今後大規模

災害時の情報伝達手段として何が有用である

本研究は岩手医科大学倫理審査委員会の承認

を受けている。アンケートは同意を得られた

・今回の震災時に在宅酸素についてどのような情

人の中

人、未回答は 3

人であった。（図

 

 

連絡を受けた

で連絡をうけたのか調査したところ、直接酸素業

者から訪問を受けたケースが

ラジオ

 

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

スタッフ側は情報伝達手段として

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

厚生労働科学研究費補助金 
（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

分担研究報告書 

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

人であった。（図

 

 

連絡を受けた

で連絡をうけたのか調査したところ、直接酸素業

者から訪問を受けたケースが

ラジオ 14件であった（複数回答あり）。（図

 

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

スタッフ側は情報伝達手段として

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択する

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

人であった。（図 1） 

連絡を受けた 65 人にどのようにどのような手段

で連絡をうけたのか調査したところ、直接酸素業

者から訪問を受けたケースが

件であった（複数回答あり）。（図

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

スタッフ側は情報伝達手段として SNS

メールといった手段を選択していたが、患者はラジオや直接訪問を選択することが多かった。

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））

東日本大震災被災地の在宅酸素療法患者及び関係者に対する緊急時連絡方法に関する

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

岩手医科大学医学部内科学講座呼吸器・アレルギー・膠原病分野

人にどのようにどのような手段

で連絡をうけたのか調査したところ、直接酸素業

者から訪問を受けたケースが 39 件、電話

件であった（複数回答あり）。（図

研究要旨：東日本大震災時の津波被災地においては、酸素ボンベが消失し、停電のため酸素濃縮機

患者が困難に陥った。今回のような震災時に、どこで酸素の提供を受

けられるかという情報が患者にとって重要である。本研究においては、震災に備えいかなる連絡方

法が大震災時に適切か、東日本大震災被災地の患者及び家族等にアンケート調査を行った。結果と

SNSやインターネット・

ことが多かった。

ラジオとして、普段から訓練を行なうことで震災時の有用な連絡手段となると考えられた。

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））
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調査票 

 

我々は災害時の在宅酸素療法をうまく行うために検討を行っています。在宅酸素療法を行っている患者様や

ご家族及び関係している訪問看護師さん保健婦さんやケアマネージャーさんに以下のことをお尋ねします。

該当するものに○をつけて下さい。 

 

さしつかえなければお住まい、または勤務先の地域（市町村）をお教えてください 

 

１）あなたは下記のどれにあたりますか？  

患者   家族   訪問看護師  

保健婦   ケアマネージャー 

 

３）２）2011年 3月の東日本大震災の時は、停電と電話が不通になりましたが、在宅酸素療法について震災

時に何か連絡を受けましたか？ 

受けた 

受けなかった（この場合には問い５に進んでください） 

 

４）受けた方にお尋ねします。どのように連絡をうけましたか？ 

直接訪問を受けた メール ラジオ  

地域の一斉放送 インターネット 電話  

その他（内容： ） 

 

５）受けた連絡内容はどのようなものでしたか？ 

（複数回答可です） 

酸素量 酸素吸入方法 酸素吸入できる場所  

酸素を配達する予定 その他（内容： ） 

 

６）今後の震災に備えて、停電と電話が不通になった時に在宅酸素療法について注意事項をどのようにして

連絡をうけるのが可能ですか？ 

  ラジオ（災害ラジオを含む） メール  

インターネット  その他（内容： ） 

 

患者様にお伺いいたします、さしつかえなければ病名をお教えください 

   （病名  ） 

 

質問は以上です。ありがとうございました。 

 

岩手医科大学呼吸器・アレルギー・膠原病内科 

           山内 広平 
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 分担研究報告書 
 
 

慢性呼吸器疾患患者における災害に関する実態調査 
 

研究分担者  若林律子 東海大学健康科学部看護学科 

 茂木 孝 日本医科大学内科学（呼吸器内科学） 

 堀江健夫 前橋赤十字病院呼吸器内科 

 桂 秀樹 東京女子医科大学八千代医療センター呼吸器内科 

 萩原弘一 埼玉医科大学医学部呼吸器内科 

 藤本圭作 信州大学医学部保健学科検査技術科学専攻生体情報検査学講座 

 

 

 

 

 

 

 

  

A. 研究目的 

 慢性疾患は増加の一途をたどっており、災害時

には多くの慢性疾患を抱えた高齢者の脆弱性が報

告されている[1, 2]。慢性呼吸器疾患では、息切れ

などにより労作時の呼吸困難により適切な避難行

動が妨げられ、災害時避難には援助が必要となる。

また、停電などにより、在宅酸素療法や人工呼吸

器療法を継続できなくなってしまう可能性がある。

本研究では、慢性呼吸器疾患患者に対し災害に関

するアンケート調査を行うことにより、慢性呼吸

器疾患患者の災害時の問題点と今後の課題を検討

する。 

 

B. 研究方法 

 研究デザイン：横断調査 

 研究対象者：2014年 10月までに日本における

呼吸器疾患患者会に登録している患者のうち、関

東以南に在住している患者 1650名 

 研究方法：対象者に郵送にてアンケート用紙、

返信用封筒を、患者会を介して送付し無記名にて

回収した。 

（倫理面への配慮） 

 対象者に調査の主旨、調査の参加は自由意志で

あること、同意した場合のみ無記名で返送するよ

う明記し、アンケート用紙の返送をもって本研究

に同意したとみなした。 

 関東以北の患者は 2011 年の東日本大震災を被

災しており、本調査の対象からは除外した。 

 

C. 研究結果 

 郵送したアンケート調査 1650 名のうち返送さ

れたのは 650名（39.4%）であった。65。0名の

患者背景を Table 1に示した。平均年齢平均年齢

73.2 ± 12.7歳、男性 427名（65.7%）、女性 223

名（34.3%）であった。家族構成では、二人暮ら

しが最も多く 320名（49.2%）であり、一人暮ら

しをしている高齢者は 96 名（14.8%）であった。

何らかの災害を経験している患者は、360 名

（55.4%）であり、最も多いのは地震で 170名で

あった。災害時に援助を常に必要としている患者

は 322名（49.5%）であり、必要なしと回答した

患者は 125名（19.2％）であった。軽症患者にお

研究要旨：慢性呼吸器疾患患者に対し、災害時に援助が必要となる対象者を明らかにするとともに、

現在の受けている災害に関する教育を明らかにする目的としたアンケート調査を行った。慢性呼吸

器疾患を抱える患者では、「在宅酸素療法または人工呼吸療法の使用」、「息切れの有無」が援助の必

要性に大きく影響を及ぼしていた。一方で、呼吸困難時の対処方法やパニック時の対処方法に関す

る教育は十分に行われていない結果であり、平時からの息切れのコントロールに関する教育が急務

であることが示唆された。また、防災に関する教育は医療機関だけではなく、患者の地域を含んだ

教育システムが必要であることが示唆された。 



 

いては

症患者で援助の必要なしと回答した患者はいなか

った。

 

年であった。患者自己申告による疾患の重症度で

は、中等～重症の患者が多く、現在の呼吸器症状

では、

日常生活が制限されていることが困っていること

として挙げられていた。在宅酸素療法または人工

呼吸器を使用している患者は

うち

ており、

法を使用していた。

 

Table 1 

 

災害時の援助の必要性に関する重回帰分析では、

年齢、治療期間、重症度、息切れ、在宅酸素療法

または人工呼吸器の使用の項目が有意に影響して

いた（

 

いては 30 名が常に援助を必要としており

症患者で援助の必要なしと回答した患者はいなか

った。 

 呼吸器疾患での平均治療期間は
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り災害時の避難においても「息切れがあり、避難

ができない」といった記載があり、災害時の大き

な障壁をなることが予測される。一方で、緊急カ
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り、在宅酸素療法や在宅人工呼吸療法を行ってい
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ニック時の対処方法に対する教育は約半数以上で

行われていない現状であった。慢性呼吸器疾患患

者が自己にて行える災害時のための対策としては

息切れのコントロールに対する教育が急務である

ことが示唆された。 

 また、停電時など医療機器が使用できなくなっ

たときの対処方法の説明を受けたが覚えていない、

または説明を受けていない患者が半数以上をしめ

ていた。医療施設別では、かかりつけ医に通院し

ている患者の方が機器に関する教育を受けている

割合が多かった。災害時では地域で対応する必要

性があるため、病院よりもかかりつけ医で教育が

されていた可能性がある。 

 防災に関する知識や情報の提供としては、病院

での教育について自治体、パンフレットとの回答

が多く、また、それらの教育の対象者としては、

家族、医師・看護師、自治体との回答が多い結果

であった。防災において慢性呼吸器疾患患者では

地域で生活をしていく上では、地域での避難場所

の確認などへの援助が必要であり、防災に対する

教育は医療機関だけではなく、自治体などを含め

た地域で必要であることが示唆された。 

 

E. 結論 

 慢性呼吸器疾患患者では、援護の必要度に息切

れが大きく関わっており、災害時の避難場所の確

認などにおいても影響を及ぼしていた。このこと

は他の慢性疾患と異なり、慢性呼吸器疾患特有の

問題であり、特化した対策が必要であることが示

唆された。一方で呼吸困難の対処方法やパニック

時の対処方法などの教育は十分にされていなく、

慢性呼吸器疾患患者への平時からの息切れコント

ロールなどの教育が必要である。 

 また、教育は医療施設だけではなく、自治体を

含めた地域で行う必要性があることが示唆された。 
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厚生労働科学研究費補助金 
（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業）） 

 分担研究報告書 
 
 

慢性閉塞性肺疾患患者への災害時アクションプランの作成に関する検討 
 

研究分担者  矢内 勝 石巻赤十字病院呼吸器内科 

 黒澤 一 東北大学大学院医学系研究科産業医学分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

F. 研究目的 

 石巻は東日本大震災により、死者・不明者 6,000

人の甚大な津波被害を受けた。震災後の慢性呼吸

器疾患患者、特に在宅酸素療法（HOT）患者は災

害弱者として、原疾患の増悪等の健康被害を受け

た。石巻地域では、ICON により HOT 患者を含

む COPD患者の治療・評価・教育を行っているが、

東日本段震災の教訓を踏まえて、災害時対応の教

育と自己訓練を目的に、ICON手帳を改訂した。 

 

G. 研究方法 

 ICONでは 2009年に ICON手帳初版を作成、

2012 年度に本研究費補助金を用いて第 2 版を作

製した。2014年度には、本研究費補助金を用いて

第 3版を作製し、COPD患者、特に在宅酸素療法

患者の災害時対応の項目を充実させた。 

 

（倫理面への配慮） 

 ICON発足時に、石巻赤十字病院倫理委員会の

承認を受けている。また、COPD患者を ICONに

登録する時に、患者からインフォームド・コンセ

ントを取得している。 

 

H. 研究結果 

 ICON手帳第 3版における「災害時の対応」の

項目を次ページ以下のように充実させた。 

 

I. 考察 

 COPD患者、特に HOT患者の災害時対応には、

個人毎に細やかな対策を立てること、平時からの

具体的な訓練が重要であるが、東日本大震災後の

教訓をもとに ICON手帳第 3版を作製した。 

 

J. 結論 

 災害対応の項目を充実させた ICON手帳第 3版

を作製した。実際に使用し、慢性呼吸器疾患の療

養手帳のモデルとして更に充実させたい。 

 

F．研究発表 

 １．論文発表 

・Kobayashi S, Yanai M, Hanagama M, 

Yamanda S. The burden of chronic obstructive 

pulmonary disease in the elderly population. 

Respir Investig. 2014;52:296-301. 

 ２．学会発表 

・矢内勝．東日本大震災で明らかとなった災害時

HOT 患者への対応の問題点；シンポジウム「在

宅酸素療法および在滝人工呼吸器療法を受けてい

研究要旨：石巻地域では、2009年に石巻地域 COPDネットワーク（ICON）を設立し、基幹病院と

かかりつけ医が医療連携して、COPD患者の治療・評価・教育を行っている。患者の自己管理とCOPD

増悪の早期発見のために ICON手帳（療養日記）を用いているが、平成 26年度の研究では、ICON

手帳第 3版を作製したが、その中でも COPD患者、特に在宅酸素療法患者の災害時対応の項目を充

実させた。 
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る患者の災害時対策の現状」．第 54回日本呼吸器

学会学術講演会､2014.4.25-27，大阪 

・矢内勝．震災における呼吸ケア；シンポジウム

「心身のトータルケアをめざした呼吸ケア」．第

24 回日本呼吸ケア・リハビリテーション学会学術

集会，2014.10.24-25，奈良 
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（資料）災害時のアクションプラン  
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● 災害時の避難生活などを見据えて，平時から身体を動かし，足腰の筋力を強化しましょう．

● 災害直後などは避難所生活などで，身体を動かす機会が減ります．活動量の低下は，肺塞栓症や肺

炎，COPD

ましょう．

呼吸トレーニング

● 口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

うに，平時からトレーニングしておきましょう．

薬剤 

● 災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

て 2～4週間分の，吸入薬などのくすりを準備しておきましょう．

● 避難先の医療機関や薬局で処方が受けられるように，

にしましょう．

感染予防 

● 災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

着・うがい・口腔ケア，手洗いなどを行い，感染予防に努めましょう．

居宅の地震対策

● 家具の固定や高所の物品の落下防止などの対策を行いましょう．

● 各自治体での避難場所や避難経路を確認しておきましょう．

● 「津波てんでんこ」，家族で落ち合う場所を決めておきましょう．

一般的な避難用品の準備

●2-3 日分の食品や飲料水

●携帯電話充電器

 

 

 地震などの災害時の対応のため平時より準備をして，災害時に対応でき
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口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

うに，平時からトレーニングしておきましょう． 

災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

週間分の，吸入薬などのくすりを準備しておきましょう．

避難先の医療機関や薬局で処方が受けられるように，ICON

災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

着・うがい・口腔ケア，手洗いなどを行い，感染予防に努めましょう．

家具の固定や高所の物品の落下防止などの対策を行いましょう．

各自治体での避難場所や避難経路を確認しておきましょう．

「津波てんでんこ」，家族で落ち合う場所を決めておきましょう．

 ●くすり

●携帯用トイレ ●衣類や毛布

 

 

すべての患者さんへ

地震などの災害時の対応のため平時より準備をして，災害時に対応でき

災害時の避難生活などを見据えて，平時から身体を動かし，足腰の筋力を強化しましょう．

災害直後などは避難所生活などで，身体を動かす機会が減ります．活動量の低下は，肺塞栓症や肺

増悪を起こす原因になりますので，体操やストレッチ，可能であれば散歩を行うようにし

口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

週間分の，吸入薬などのくすりを準備しておきましょう． 

ICON 手帳やおくすり手帳を常に携帯するよう

災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

着・うがい・口腔ケア，手洗いなどを行い，感染予防に努めましょう．

家具の固定や高所の物品の落下防止などの対策を行いましょう． 

各自治体での避難場所や避難経路を確認しておきましょう． 

「津波てんでんこ」，家族で落ち合う場所を決めておきましょう． 

●くすり 

●衣類や毛布

 

 

すべての患者さんへ 

地震などの災害時の対応のため平時より準備をして，災害時に対応でき

災害時の避難生活などを見据えて，平時から身体を動かし，足腰の筋力を強化しましょう．

災害直後などは避難所生活などで，身体を動かす機会が減ります．活動量の低下は，肺塞栓症や肺

増悪を起こす原因になりますので，体操やストレッチ，可能であれば散歩を行うようにし

口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

 

手帳やおくすり手帳を常に携帯するよう

災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

着・うがい・口腔ケア，手洗いなどを行い，感染予防に努めましょう． 

 

 

 ●ラジオなどの情報源

●衣類や毛布 ●懐中電灯

 

 

地震などの災害時の対応のため平時より準備をして，災害時に対応でき

災害時の避難生活などを見据えて，平時から身体を動かし，足腰の筋力を強化しましょう．

災害直後などは避難所生活などで，身体を動かす機会が減ります．活動量の低下は，肺塞栓症や肺

増悪を起こす原因になりますので，体操やストレッチ，可能であれば散歩を行うようにし

口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

手帳やおくすり手帳を常に携帯するよう

災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

●ラジオなどの情報源

●懐中電灯 

 

 

災害時の避難生活などを見据えて，平時から身体を動かし，足腰の筋力を強化しましょう． 

災害直後などは避難所生活などで，身体を動かす機会が減ります．活動量の低下は，肺塞栓症や肺

増悪を起こす原因になりますので，体操やストレッチ，可能であれば散歩を行うようにし

口すぼめ呼吸は，息苦しさの緩和などによる精神的な安定にも繋がります．災害時に実施できるよ

災害時には，病院や薬局の機能停止から処方が受けられなくなる事が予測されます．避難用品とし

手帳やおくすり手帳を常に携帯するよう

災害時には，劣悪な環境で過ごす事を余儀なくされ，感染症などに罹る恐れがあります．マスク装

●ラジオなどの情報源 

 

 



 

 

 

平時の準備

●

●

 

●

●

●

災害時の対応

●

●

●

 

酸素業者との連絡

●

●

災害後

●

●

 

 

 

平時の準備 

● 酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう．

● 酸素ボンベ

 （     

● 停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

● 緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

● 呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

災害時の対応

● 停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

器のどちらを使用しても問題ありません．

● あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

● 電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

避難しましょう．

 

安静時

労作時

就寝時

酸素業者との連絡

● 可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

● 連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

た張り紙を残しましょう．

災害後 

● 電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

● 災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

 

 

 

酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう．

酸素ボンベ 1本で何時間もつかを確認し，

     ）本 

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

災害時の対応 

停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

器のどちらを使用しても問題ありません．

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

避難しましょう． 

 

安静時 

労作時 

就寝時 

酸素業者との連絡 

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

た張り紙を残しましょう．

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう．

本で何時間もつかを確認し，

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

器のどちらを使用しても問題ありません．

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

た張り紙を残しましょう． 

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

在宅酸素療法を実施中の患者さんへ

酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう．

本で何時間もつかを確認し，8

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

器のどちらを使用しても問題ありません． 

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

災害時の酸素流量

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

在宅酸素療法を実施中の患者さんへ

79 

酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう．

8時間以上の酸素ボンベを自宅に保管しておきましょう．

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

 

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

災害時の酸素流量

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

在宅酸素療法を実施中の患者さんへ

酸素ボンベは，落下や破損しない安全な場所に保管しましょう． 

時間以上の酸素ボンベを自宅に保管しておきましょう．

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

災害時の酸素流量 

L/分 

L/分 

L/分 

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう．

在宅酸素療法を実施中の患者さんへ 

 

時間以上の酸素ボンベを自宅に保管しておきましょう．

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう．

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

呼吸同調器を使用中の方は，予備の乾電池を準備しておきましょう． 

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します．

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

に減量します

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい．

災害前と同様に，散歩や体操などで，身体を動かす時間を作りましょう． 

時間以上の酸素ボンベを自宅に保管しておきましょう．

停電に備えて，枕元や酸素濃縮器のそばに懐中電灯を常備しておきましょう． 

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

あわてずに呼吸法を行い呼吸を整えて，下記の指示に従って酸素消費量を節約します． 

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

 

に減量します

 

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう．

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

電源の確保ができ，酸素ボンベも確保できれば，平時の酸素流量に戻して下さい． 

時間以上の酸素ボンベを自宅に保管しておきましょう． 

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう．

 
停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

 

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

 

に減量します 

可能であれば電話連絡し，現状報告や避難先を伝え，ボンベの手配などを依頼しましょう． 

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し

 

緊急事態に備えて，酸素濃縮器や酸素ボンベの使用方法を，家族や身近な人とも確認しておきましょう． 

停電の場合は，酸素濃縮器から携帯用酸素ボンベに切り替えます．液体酸素を使用中の方は，親器・子

電源の確保が難しい場合や酸素業者との連絡が取れない場合は，近隣で電源を確保できる場所や病院へ

連絡できずに避難する場合は，自宅の外壁や郵便ポストに酸素業者に宛てた，避難先や連絡先を明記し


